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現地ヒアリング調査の候補地（案） 

 

（１）候補地の選定に係る視点 

候補地の選定に当たり、人口動態と市町村の移住・定住促進施策の両面から絞り込みを行った。 

≪人口動態からみた特徴≫ 

●平成 22 年～平成 27 年のコーホート純移動率において「田園回帰」を示唆するような特徴的な

動きがみられる自治体（例：20～30 代が転入超過、30～40 代と 10 歳未満が転入超過など） 

≪移住・定住促進施策からみた特徴≫ 

●幅広い移住促進施策の総合的な展開により、着実に転入者が増えている地域 
●若い世代や子育て世帯に特化した移住促進施策が奏功している地域 
 

候補市町村 人口動向からみた特徴 移住・定住推進施策からみた特徴 備考 

秋田県五城目町 

（過疎） 

○年少人口が転入超過（10～14歳

は直近３期間連続で転入超過） 

○直近の H22～27の期間では60

代が転入超過に 

○旧小学校を活用したシェアオフィスの

開設など起業支援の充実 

○大都市圏で町出身者やファンによる

コミュニティ（五城目 HUB）を形成 

 

長野県阿智村 

（一部過疎） 

○H22～27の期間で10～14歳及

び65歳以上が転入超過に転じ、

25～29歳・50～54歳も転入超過

傾向がより強まっている 

○ターゲットとする年齢層に合わせた移

住・定住支援メニュー 

○移住者を迎え入れた集落に対しても

支援金を支給 

 

和歌山県田辺市 

（みなし過疎） 

○25～29歳に加え、直近の H22～

27の期間では30～34歳も転入

超過に 

○定住先が決まるまで最長２年間滞在

できる施設を整備、地域住民による組

織が施設の管理や交流事業を展開 

半島 

島根県邑南町 

（過疎） 

○5～9歳、25～39歳、45～79歳と

幅広い世代が転入超過、特に

子どもと若年層の伸びが大きい 

○「日本一の子育て村構想」に基づき手

厚い子育て支援策を展開 

○定住コーディネーターの配置など 

 

岡山県真庭市 

（過疎） 

○5～9歳、25～39歳、45～69歳と

幅広い世代が転入超過、特に

若年層の伸びが大きい 

○移住者の中古住宅購入費を補助 

○「交流定住センター」を開設し移住に

係るワンストップサービスを提供 

 

山口県周防大島町 

（過疎） 

○45歳以上は概ね転入超過傾向

が続いているが、近年では15～

19歳及び30代が転入超過に 

○移住後の生活設計の相談を行う移住

ファイナンシャルプランナーを配置 

○先輩 UI ターン者による体験紹介など 

離島 

(一部) 

半島 

大分県豊後高田市 

（過疎） 

○年少人口及び25～49歳、55～

74歳が転入超過 

○孫ターン奨励金や市外から通勤する

者の市内転入に係る家賃補助など 

半島 

※「人口動向からみた特徴」の年齢区分はいずれも期末（H27）時点 

※「備考」は離島振興法、半島振興法による指定状況  

資 料 ５ 
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（２）調査の視点 

► 近年、都市部からの移住が顕著にみられる過疎地域では、その後の特徴的な移住者の流れにつ

ながるような、何らかの特筆すべききっかけや事象があったのではないか 

► 都市部からの移住が顕著にみられる過疎地域において展開されている取組・活動や移住・定住

施策には、例えば、子育て世帯など特定の世代を対象とした移住支援など、「田園回帰」の潮

流の特徴を裏付けるような工夫・特徴があるのではないか 

► 都市部からの移住が顕著にみられる過疎地域では、他の地域と比べて、都市部からの移住者に

不便を感じさせないような生活基盤（交通アクセス・教育・生活環境）が比較的整っているの

ではないか 

等 
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1 秋田県五城目町 過疎 

 

人
口
動
向 

(国勢調査) H12 H17 H22 H27 (H22→H27) 

 総人口 12,372 11,678 10,516 9,463 －10.01％ 

 高齢者割合 28.4％ 33.2％ 36.9％ 41.8％  

 コーホート 

純移動率 

 

 (住民基本台帳) H22 H23 H24 H25 H26 H27 

 転入者数 262 187 248 213 223 206 

 転出者数 295 291 280 294 301 276 

 

移
住
推
進
施
策 

専門相談窓口 ・町役場 まちづくり課 まちづくり担当 

 空き家の斡旋 ・地域おこし協力隊の 1 名が町内の空き家を把握して移住希望者に紹介 

 

住まいに係る 

補助・融資等 

・町外から移住し、起業等をする者の家賃や除排雪等の経費を支援（12 万円上

限、補助率 1/2） 

・民間の支援として、秋田銀行が、所有者又は借主が利用できる空き家リフォー

ムローンを平成 27 年 8 月に開設 

 

就職・就農支援 

・旧小学校を活用して、平成 25 年に起業を目指すシェアオフィス（地域活性化

支援センター「BABAME BASE」（ばばめベース））を開設 

〔 ⇒ 現在までに７社が入居。地域おこし協力隊４名の活動拠点となっており、

センター職員２名とともに BABAME BASE を運営している。（BABAME BASE

ホームページより）〕 

・町外から移転して起業や事業所移転する人を補助（上限 50 万円、1/2 補助） 

・農林業関係事業所や個人経営者に対し正職員採用の際の補助（50 万円/人） 

・新規就農者の研修や農業を始めようとする人に補助金を交付 

 
「お試し居住」 

・居住体験施設はないが、起業志望者の町内視察に係る旅費や宿泊費を補助

（2 万円、1/2 補助） 

 

その他 

・移住支援マガジン『五城目暮らしウォーカー』を発行 

・主に町出身者や大都市圏などの住民を対象に、五城目の暮らしに関する情報

サイト（「五城目 HUB」）を構築して情報提供 

 
 
 

年齢区分 S60→H2 H2→H7 H7→H12 H12→H17 H17→H22 H22→H27

〔期首〕 0 ～ 4歳 →〔期末〕 5 ～ 9歳 △ 1.74 5 .85 1 .23 △ 1.17 △ 2.46 1 .02

〔期首〕 5 ～ 9歳 →〔期末〕10～14歳 △ 0.43 3 .44 △ 1.76 0 .28 1 .62 2 .35

〔期首〕10～14歳→〔期末〕15～19歳 △ 16.08 △ 14.06 △ 14.75 △ 17.12 △ 16.44 △ 18.17

〔期首〕15～19歳→〔期末〕20～24歳 △ 33.72 △ 32.21 △ 36.69 △ 32.05 △ 38.95 △ 35.96

〔期首〕20～24歳→〔期末〕25～29歳 △ 5.27 △ 8.78 △ 8.13 △ 1.48 △ 5.40 2 .30

〔期首〕25～29歳→〔期末〕30～34歳 △ 3.59 △ 8.13 △ 6.81 △ 0.25 △ 7.73 △ 6.61

〔期首〕30～34歳→〔期末〕35～39歳 △ 1.98 1 .84 1 .10 0 .62 △ 11.45 △ 9.82

〔期首〕35～39歳→〔期末〕40～44歳 △ 3.22 △ 0.63 △ 0.29 2 .80 △ 1.13 △ 2.20

〔期首〕40～44歳→〔期末〕45～49歳 △ 1.63 △ 2.09 0 .21 △ 0.83 △ 0.29 △ 0.44

〔期首〕45～49歳→〔期末〕50～54歳 △ 1.27 △ 0.92 △ 0.91 △ 1.03 △ 0.72 △ 1.66

〔期首〕50～54歳→〔期末〕55～59歳 △ 2.96 0 .63 △ 1.47 2 .13 △ 2.91 △ 1.06

〔期首〕55～59歳→〔期末〕60～64歳 △ 0.75 △ 0.86 1 .67 3 .13 △ 1.42 1 .63

〔期首〕60～64歳→〔期末〕65～69歳 2.29 0 .73 △ 2.05 1 .48 △ 0.52 1 .11

〔期首〕65～69歳→〔期末〕70～74歳 △ 1.31 △ 0.43 △ 0.87 2 .75 0 .53 △ 0.73

〔期首〕70～74歳→〔期末〕75～79歳 △ 2.37 △ 1.69 △ 2.78 1 .58 △ 3.54 △ 0.10

〔期首〕75～79歳→〔期末〕80～84歳 △ 0.71 △ 1.12 △ 0.22 1 .90 0 .94 △ 3.16
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2 長野県阿智村 一部過疎 

 

人
口
動
向 

(国勢調査) H12 H17 H22 H27 (H22→H27) 

 総人口 

〔下段：過疎区域〕 

7,757 7,548 7,036 6,538 －7.08％ 

1,574 1,545 1,325 1,123 －15.3％ 

 高齢者割合 

〔下段：過疎区域〕 

28.6％ 28.9％ 30.7％ 34.0％  

33.7％ 32.5％ 34.9％ 38.6％  

 コーホート 

純移動率 

 

 (住民基本台帳) H22 H23 H24 H25 H26 H27 

 転入者数 233 200 241 210 208 181 

 転出者数 248 217 236 266 241 236 

 

移
住
推
進
施
策 

専門相談窓口 ・協働活動推進課 定住促進係 

 空き家の斡旋 ・「阿智村空き家情報」として情報提供 

 

住まいに係る 

補助・融資等 

・若者定住支援金 

20～40 歳を対象に住宅用地や中古住宅の取得（上限 100 万円、1/2 補助）や

住宅の新・増・改築時（50～100 万円、1/10 補助）に支援 

・集落定住支援金 

41～50歳を対象に住宅取得（上限 70万円、1/3補助）や住宅の新・増・改築時

（25～70 万円、1/10 補助）に支援、ただし役場から 1.5 ㎞以上離れ、高齢化率

が 40％以上の集落（H28 年度は 17 集落）の場合は年齢制限なし 

・空き家データベース登録物件に係る改修や不要物撤去等の費用を支援 

空き家の所有者の場合：20 万円（10/10 補助） 

空き家への移住者の場合：50 万円（1/2 補助） 

 就職・就農支援 ・新規就農者支援事業（45 歳まで、1 年間 120 万円を無利子で融資） 

 「お試し居住」 ・体験住宅を賃借料 3 千円からで 3 日～90 日以内で提供 

 
その他 

・村外からの移住者を迎え入れた集落（役場から 1.5 ㎞以上、高齢化率 40％以

上）に対して 5 万円を支援金として支給 

 
 
  

年齢区分 S60→H2 H2→H7 H7→H12 H12→H17 H17→H22 H22→H27

〔期首〕 0 ～ 4歳 →〔期末〕 5 ～ 9歳 8.92 9 .20 4 .19 5 .97 1 .00 △ 0.29

〔期首〕 5 ～ 9歳 →〔期末〕10～14歳 6.94 5 .02 7 .64 4 .47 △ 1.01 2 .77

〔期首〕10～14歳→〔期末〕15～19歳 △ 16.56 △ 16.86 △ 18.17 △ 13.78 △ 18.21 △ 19.13

〔期首〕15～19歳→〔期末〕20～24歳 △ 19.88 △ 16.62 △ 19.00 △ 23.82 △ 38.46 △ 33.44

〔期首〕20～24歳→〔期末〕25～29歳 9.97 18 .98 5 .48 10 .75 2 .18 5 .91

〔期首〕25～29歳→〔期末〕30～34歳 4.72 △ 7.59 △ 5.00 1 .11 △ 6.71 △ 13.41

〔期首〕30～34歳→〔期末〕35～39歳 8.46 5 .49 5 .11 3 .40 2 .00 △ 3.29

〔期首〕35～39歳→〔期末〕40～44歳 8.77 2 .26 4 .03 4 .55 △ 7.03 △ 4.12

〔期首〕40～44歳→〔期末〕45～49歳 1.17 0 .96 3 .43 0 .55 △ 6.62 △ 0.51

〔期首〕45～49歳→〔期末〕50～54歳 2.38 3 .09 7 .22 4 .78 0 .40 3 .35

〔期首〕50～54歳→〔期末〕55～59歳 0.69 4 .74 4 .56 0 .64 △ 1.98 △ 0.89

〔期首〕55～59歳→〔期末〕60～64歳 0.03 0 .85 △ 1.37 5 .84 △ 2.22 △ 0.69

〔期首〕60～64歳→〔期末〕65～69歳 1.26 1 .78 △ 1.52 △ 0.17 △ 1.43 1 .65

〔期首〕65～69歳→〔期末〕70～74歳 3.36 △ 0.34 0 .26 △ 1.24 △ 1.71 2 .03

〔期首〕70～74歳→〔期末〕75～79歳 △ 1.80 △ 1.63 2 .87 △ 1.89 △ 0.11 0 .68

〔期首〕75～79歳→〔期末〕80～84歳 △ 0.86 1 .19 5 .68 2 .08 2 .47 3 .00
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3 和歌山県田辺市 みなし過疎 

 

人
口
動
向 

(国勢調査) H12 H17 H22 H27 (H22→H27) 

 総人口 85,646 82,499 79,119 74,770 －5.50％ 

 高齢者割合 22.7％ 25.2％ 27.9％ 31.1％  

 コーホート 

純移動率 

 

 (住民基本台帳) H22 H23 H24 H25 H26 H27 

 転入者数 1,889 1,929 1,994 2,066 1,902 1,786 

 転出者数 2,260 2,291 2,235 2,368 2,384 2,460 

 

移
住
推
進
施
策 

専門相談窓口 

・定住相談のワンストップパーソンを設置（森林局山村林業課） 

・平成 19 年に「田辺市定住支援協議会」を設立して移住希望者へ案内を実施 

〔 ⇒ 平成 19 年度以降の７年間で、相談件数 880 件、案内件数 171 件の実績

があり、68 世帯（127 人）が移住（君津市議会行政視察報告資料より）〕 

 空き家の斡旋 ・県が設置した「わかやま空き家バンク」を活用して情報発信 

 
住まいに係る 

補助・融資等 

・和歌山県の改修費 120 万円を上限に 2/3 を補助する制度（最高 80 万円）と田

辺市の 160 万円を超える改修費のうち 40 万円を上限に 1/2 を補助（最高 20

万円）する制度の併用が可能（田辺市のみ併用可能） 

 

就職・就農支援 

・和歌山県の補助金制度である起業に係る経費のうち最大 100万円補助の制度

と田辺市の補助金制度である起業に係る経費のうち 100 万円以上の 1/2（上限

50 万円）の併用が可能 

 

「お試し居住」 

・田辺市短期滞在施設（１年間：６戸） 

・出船入船交流施設；紀南地方で定住を志す人のための短期滞在施設「体験

棟」と、地域農村と都市住民との交流推進を図る「交流棟」の２つの施設、及び

周辺の試験園で構成。施設の管理や農村・都市交流の促進は、田辺市上野区

地区住民による「出船入船会」を組織して実施。「体験棟」は１家族（４人まで）、

最長２年間の滞在が可能。 

 
その他 

・平成 20年に地域住民が出資して設立したグリーンツーリズム施設「秋津野ガル

テン」ではワーキングホリデーや新規就農者の育成に努めている 

 
  

年齢区分 S60→H2 H2→H7 H7→H12 H12→H17 H17→H22 H22→H27

〔期首〕 0 ～ 4歳 →〔期末〕 5 ～ 9歳 △ 1.42 2 .27 0 .99 △ 3.17 △ 2.69 △ 2.87

〔期首〕 5 ～ 9歳 →〔期末〕10～14歳 △ 0.77 △ 0.86 △ 1.01 △ 1.53 △ 1.10 △ 0.74

〔期首〕10～14歳→〔期末〕15～19歳 △ 19.64 △ 19.13 △ 16.35 △ 19.36 △ 18.16 △ 15.55

〔期首〕15～19歳→〔期末〕20～24歳 △ 33.05 △ 23.38 △ 21.90 △ 29.55 △ 33.88 △ 32.50

〔期首〕20～24歳→〔期末〕25～29歳 14.02 27 .41 20 .33 15 .78 17 .46 16 .28

〔期首〕25～29歳→〔期末〕30～34歳 △ 0.07 8 .37 3 .76 0 .76 △ 0.86 0 .20

〔期首〕30～34歳→〔期末〕35～39歳 △ 0.83 2 .39 0 .26 △ 1.18 △ 1.65 △ 0.51

〔期首〕35～39歳→〔期末〕40～44歳 △ 0.28 1 .69 0 .53 △ 1.51 △ 2.28 △ 1.09

〔期首〕40～44歳→〔期末〕45～49歳 △ 1.19 △ 0.30 △ 0.93 △ 1.35 △ 0.30 △ 0.45

〔期首〕45～49歳→〔期末〕50～54歳 △ 1.63 0 .67 0 .63 △ 0.19 △ 1.00 △ 2.91

〔期首〕50～54歳→〔期末〕55～59歳 △ 0.10 2 .42 1 .20 △ 0.34 0 .84 △ 0.91

〔期首〕55～59歳→〔期末〕60～64歳 △ 0.52 1 .58 2 .45 1 .49 1 .01 △ 0.46

〔期首〕60～64歳→〔期末〕65～69歳 1.29 2 .17 1 .68 1 .40 0 .60 △ 0.26

〔期首〕65～69歳→〔期末〕70～74歳 1.62 1 .86 1 .99 1 .19 0 .61 △ 0.31

〔期首〕70～74歳→〔期末〕75～79歳 1.02 1 .70 2 .92 △ 1.08 △ 0.19 △ 0.21

〔期首〕75～79歳→〔期末〕80～84歳 1.66 4 .60 3 .54 0 .66 0 .45 △ 0.26
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4 島根県邑南町 過疎 

 

人
口
動
向 

(国勢調査) H12 H17 H22 H27 (H22→H27) 

 総人口 13,866 12,944 11,959 11,101 －7.17％ 

 高齢者割合 37.4％ 39.5％ 40.6％ 43.1％  

 コーホート 

純移動率 

 

 (住民基本台帳) H22 H23 H24 H25 H26 H27 

 転入者数 313 275 296 297 315 331 

 転出者数 323 333 299 314 285 310 

 

移
住
推
進
施
策 

専門相談窓口 

・定住促進課に「定住コーディネーター」を配置するほか、定住促進支援員を３

地域に配置 

〔 ⇒ 平成 22～25 年度の問合せ件数は 523 件あり、96 世帯 150 人（うち児童は

24 名）が移住（農林水産省資料「移住・定住対策取組事例」より〕 

 空き家の斡旋 ・邑南町空き家情報活用制度で賃貸・売買物件を紹介（登録が必要） 

 
住まいに係る 

補助・融資等 

・邑南町空き家改修事業補助金（100 万円上限、1/2 補助） 

・邑南町多世代による安心子育て住ま居る推進事業（多世代同居や近居を目的

に新築・増改築に係る費用の補助（上限 50～100 万円、建築費の 10％） 

 

就職・就農支援 

・無料職業紹介所による情報提供 

・邑南町創業支援事業補助金（創業時、融資資金の借り入れ返済利息 1,000 千

円〜5,000 千円までを補助） 

・「おーなんアクサポ隊（地域おこし協力隊）」としての 3 年間の農業研修を実施 

 「お試し居住」 ・専用施設はないが一部の農家民泊で体験活動が可能 

 

その他 

・農畜産物が豊かな邑南町で根付いてきた食材を生かす数々の調理法や豊か

な食文化の発展と継承を目指し、平成 26 年 7 月に邑南町立「食の学校」を設

立、通年コースや単発の講座、オーダー講座など様々な講座を開講 

・2011 年に「日本一の子育て村構想」を策定し、第 2 子から保育料無料、中学校

まで医療費無料等の子育て支援を実施 

・平成 24 年度以降、地域おこし協力隊として採用した 21 名のうち 18 名が定住

（邑南町資料「誰もが幸せになれる町邑南町へようこそ」より） 

 
  

年齢区分 S60→H2 H2→H7 H7→H12 H12→H17 H17→H22 H22→H27

〔期首〕 0 ～ 4歳 →〔期末〕 5 ～ 9歳 1.23 5 .54 0 .68 8 .72 0 .57 2 .95

〔期首〕 5 ～ 9歳 →〔期末〕10～14歳 1.73 2 .34 △ 0.20 △ 0.68 △ 1.23 △ 0.18

〔期首〕10～14歳→〔期末〕15～19歳 △ 27.51 △ 27.86 △ 20.43 △ 28.36 △ 24.27 △ 17.66

〔期首〕15～19歳→〔期末〕20～24歳 △ 59.54 △ 53.31 △ 38.91 △ 50.17 △ 47.52 △ 49.14

〔期首〕20～24歳→〔期末〕25～29歳 37.88 65 .71 66 .92 11 .96 19 .61 33 .00

〔期首〕25～29歳→〔期末〕30～34歳 △ 0.59 11 .50 2 .55 7 .64 8 .72 12 .09

〔期首〕30～34歳→〔期末〕35～39歳 4.40 △ 2.74 △ 2.39 3 .04 0 .37 2 .41

〔期首〕35～39歳→〔期末〕40～44歳 2.93 △ 0.79 3 .36 1 .54 △ 4.42 △ 1.89

〔期首〕40～44歳→〔期末〕45～49歳 1.24 1 .16 2 .64 2 .68 0 .96 2 .41

〔期首〕45～49歳→〔期末〕50～54歳 2.79 3 .19 3 .76 1 .35 1 .65 2 .27

〔期首〕50～54歳→〔期末〕55～59歳 1.10 1 .61 4 .08 4 .70 1 .23 3 .54

〔期首〕55～59歳→〔期末〕60～64歳 1.83 1 .30 3 .74 5 .88 7 .78 5 .90

〔期首〕60～64歳→〔期末〕65～69歳 0.81 1 .17 0 .13 2 .07 3 .32 2 .27

〔期首〕65～69歳→〔期末〕70～74歳 1.24 3 .83 1 .22 2 .74 1 .38 0 .63

〔期首〕70～74歳→〔期末〕75～79歳 2.28 4 .31 2 .31 1 .60 △ 0.12 0 .08

〔期首〕75～79歳→〔期末〕80～84歳 4.22 2 .85 2 .82 2 .55 2 .98 △ 1.97
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5 岡山県真庭市 過疎 

 

人
口
動
向 

(国勢調査) H12 H17 H22 H27 (H22→H27) 

 総人口 54,747 51,782 48,964 46,124 －5.80％ 

 高齢者割合 29.5％ 31.9％ 33.6％ 36.6％  

 コーホート 

純移動率 

 

 (住民基本台帳) H22 H23 H24 H25 H26 H27 

 転入者数 946 918 924 927 882 892 

 転出者数 1,071 1,050 1,124 1,086 1,085 1,200 

 

移
住
推
進
施
策 

専門相談窓口 
・交流定住推進課を平成 27 年度に新設するとともに、真庭市交流定住センター

を設置し、専任職員を配置してワンストップサービスを提供 

 
空き家の斡旋 

・空き家情報バンク（不動産情報サイト『住まいる岡山』に掲載された物件を紹

介） 

 
住まいに係る 

補助・融資等 

・空き家活用定住促進補助金：定住を目的に市内施工業者による空き家の改修

を行う人などに対して予算の範囲内で補助金を交付 

・移住して中古住宅を購入する際の補助（上限 100 万円） 

 就職・就農支援 ・市内で起業する人に補助金を交付（上限 150 万円、1/2 補助） 

 
「お試し居住」 

・市内の３地域に４か所の「真庭市お試し住宅」を設置（2～3 万円/月） 

・古民家を活用した市内での交流や体験スペースを設置（宿泊可） 

 その他 ・「真庭市交流・定住推進サイト」を構築して住まいや暮らしの情報を発信 

 
  

年齢区分 S60→H2 H2→H7 H7→H12 H12→H17 H17→H22 H22→H27

〔期首〕 0 ～ 4歳 →〔期末〕 5 ～ 9歳 2.08 4 .45 2 .29 2 .01 1 .54 1 .98

〔期首〕 5 ～ 9歳 →〔期末〕10～14歳 0.29 0 .96 0 .67 △ 0.57 △ 0.79 △ 0.64

〔期首〕10～14歳→〔期末〕15～19歳 △ 21.31 △ 21.46 △ 20.72 △ 23.02 △ 20.17 △ 19.02

〔期首〕15～19歳→〔期末〕20～24歳 △ 39.33 △ 36.93 △ 35.61 △ 39.29 △ 40.01 △ 35.78

〔期首〕20～24歳→〔期末〕25～29歳 19.64 22 .14 25 .77 16 .80 15 .86 19 .75

〔期首〕25～29歳→〔期末〕30～34歳 2.13 3 .53 3 .67 △ 3.04 0 .91 2 .34

〔期首〕30～34歳→〔期末〕35～39歳 2.03 1 .96 1 .23 △ 0.99 1 .34 2 .35

〔期首〕35～39歳→〔期末〕40～44歳 0.41 0 .92 1 .55 0 .82 0 .43 △ 0.47

〔期首〕40～44歳→〔期末〕45～49歳 2.15 △ 0.15 0 .18 0 .03 △ 1.25 0 .25

〔期首〕45～49歳→〔期末〕50～54歳 1.35 △ 0.67 2 .45 △ 0.11 △ 0.28 0 .79

〔期首〕50～54歳→〔期末〕55～59歳 0.83 0 .13 1 .45 0 .06 0 .61 1 .18

〔期首〕55～59歳→〔期末〕60～64歳 0.86 0 .18 2 .24 3 .48 1 .56 3 .18

〔期首〕60～64歳→〔期末〕65～69歳 0.70 0 .99 1 .47 1 .37 △ 0.04 1 .26

〔期首〕65～69歳→〔期末〕70～74歳 0.22 3 .39 1 .22 0 .67 1 .03 △ 0.48

〔期首〕70～74歳→〔期末〕75～79歳 △ 0.18 1 .48 1 .61 0 .10 1 .34 1 .27

〔期首〕75～79歳→〔期末〕80～84歳 1.09 1 .43 3 .09 1 .09 1 .15 0 .85
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6 山口県周防大島町 過疎 

 

人
口
動
向 

(国勢調査) H12 H17 H22 H27 (H22→H27) 

 総人口 23,013 21,392 19,084 17,199 －9.88％ 

 高齢者割合 42.5％ 44.4％ 47.7％ 51.8％  

 コーホート 

純移動率 

 

 (住民基本台帳) H22 H23 H24 H25 H26 H27 

 転入者数 578 580 573 629 552 505 

 転出者数 579 549 600 605 618 585 

 

移
住
推
進
施
策 

専門相談窓口 

・総務部政策企画課内に相談窓口を設置し、移住後の資金計画も含めた生活

設計の相談を行う「移住ファイナンシャルプランナー」（民間人）を配置するとと

もに、定住促進協議会も設置している 

 空き家の斡旋 ・町と宅建業協会が連携して町内の空き家情報システムを構築し提供 

 住まいに係る 

補助・融資等 

・空き家リフォーム事業助成金（空き家所有者、利用者を対象、10 万円上限で不

要物撤去は 5 万円を上限） 

 

就職・就農支援 

・町が農業や起業を志す移住希望者に対し、起業家や I ターン者等の「無料島

人紹介所」を設置して町内の自活体験者を紹介・斡旋 

・営農塾（かんきつ主体）、帰農塾（初心者向け野菜作り）の開設（年会費8千円） 

・漁業に係る新規就業者確保育成事業（短期・長期研修）、研修支援費用の支

給、漁船リース補助 

 「お試し居住」 お試し暮らし制度（２、３、４週間の週間単位で体験住宅を利用） 

 

その他 

・子どもを対象とした「島のなつやすみ」（1 泊 2 日の寺の宿泊体験） 

・「島時々半島ツアー」（先輩UIターン者が 1泊 2日で島の暮らしや魅力を紹介） 

〔 ⇒ 平成 24～27年までに９回のツアーを実施、延べ 102名が参加し、そのうち

6世帯29名が移住（(一財)山口経済研究所 山口経済月報2015年10月号「山

口県における「移住」の現状～過疎地域を中心に増加しつつある移住者」より〕 

 
  

年齢区分 S60→H2 H2→H7 H7→H12 H12→H17 H17→H22 H22→H27

〔期首〕 0 ～ 4歳 →〔期末〕 5 ～ 9歳 △ 1.22 2 .53 1 .75 4 .60 △ 1.62 1 .14

〔期首〕 5 ～ 9歳 →〔期末〕10～14歳 2.31 4 .70 0 .80 5 .34 △ 4.58 △ 1.06

〔期首〕10～14歳→〔期末〕15～19歳 △ 13.93 △ 8.53 △ 1.55 7 .75 8 .15 26 .54

〔期首〕15～19歳→〔期末〕20～24歳 △ 67.38 △ 55.66 △ 44.36 △ 48.92 △ 52.62 △ 50.25

〔期首〕20～24歳→〔期末〕25～29歳 15.31 17 .30 15 .57 5 .06 △ 11.28 △ 15.75

〔期首〕25～29歳→〔期末〕30～34歳 △ 7.24 △ 10.64 △ 0.40 △ 0.92 △ 16.02 3 .18

〔期首〕30～34歳→〔期末〕35～39歳 △ 1.49 1 .80 4 .60 6 .03 △ 4.65 4 .53

〔期首〕35～39歳→〔期末〕40～44歳 0.87 0 .16 4 .01 0 .29 △ 1.62 △ 3.47

〔期首〕40～44歳→〔期末〕45～49歳 △ 0.09 2 .38 2 .94 5 .72 2 .63 0 .20

〔期首〕45～49歳→〔期末〕50～54歳 0.75 5 .06 6 .15 5 .13 1 .35 0 .79

〔期首〕50～54歳→〔期末〕55～59歳 2.95 3 .71 5 .54 7 .63 5 .54 4 .52

〔期首〕55～59歳→〔期末〕60～64歳 5.25 6 .10 10 .71 13 .71 9 .53 9 .83

〔期首〕60～64歳→〔期末〕65～69歳 2.56 2 .80 2 .93 5 .38 4 .30 7 .83

〔期首〕65～69歳→〔期末〕70～74歳 2.17 2 .37 1 .65 1 .22 0 .88 3 .04

〔期首〕70～74歳→〔期末〕75～79歳 0.93 △ 0.75 △ 0.70 0 .48 0 .93 0 .23

〔期首〕75～79歳→〔期末〕80～84歳 1.84 △ 1.92 △ 1.05 △ 0.07 0 .04 △ 1.09
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7 大分県豊後高田市 過疎 

 

人
口
動
向 

(国勢調査) H12 H17 H22 H27 (H22→H27) 

 総人口 26,206 25,114 23,906 22,853 －4.40％ 

 高齢者割合 30.5％ 32.9％ 34.6％ 37.2％  

 コーホート 

純移動率 

 

 (住民基本台帳) H22 H23 H24 H25 H26 H27 

 転入者数 637 756 758 781 849 830 

 転出者数 678 701 769 796 729 823 

 

移
住
推
進
施
策 

専門相談窓口 ・地域活力創造課 定住促進係 

 

空き家の斡旋 

・空き家バンク制度による情報発信と仲介手数料の助成（上限 5 万円） 

・空き家マッチングの奨励金（空き家登録の同意を市に紹介した際に 2 万円） 

〔 ⇒ 平成 18 年の開設後、平成 27 年度までに 183 世帯 434 人の契約実績（大

仙市議会議員 HP より）〕 

 

住まいに係る 

補助・融資等 

・「空き家リフォーム事業補助金」（上限 40万円、1/2補助、不要物等の撤去の場

合 3～10 万円）や「お帰りなさい住宅改修事業」（U ターン者の住宅増改築・修

繕に対し上限 40 万円、1/2 補助）、新築応援奨励金制度（最大 50 万円補助） 

・ムーブイン就労家賃支援・・・市外居住で市内に勤務する者を対象に市外から

の転入に際しては家賃を補助（年間 3.6 万円を 2 年間） 

 

就職・就農支援 

・起業チャレンジウェルカム支援事業補助金（移住者の起業に際し75～100万円） 

・農業体験（1～2 日間）、見極め（1～2 週間）、長期（1～2 年）の農業研修制度 

・上記長期研修期間中の家賃助成（2.5 万円/月）、生活支援金給付（1,250 円/

日で上限 2.5 万円/月を 1 年間）、営農開始時の費用助成（上限 20 万円） 

・仕事紹介サイト「ほっとナビ豊後高田」にて市内の求人情報や企業情報を提供 

・農地バンク制度など 

 「お試し居住」 1～2 週間、コテージを拠点に「お試し居住」で田舎暮らしを体験【半住半旅】 

 

その他 

・孫ターン奨励金（I ターンする孫世帯に 10 万円を支給） 

・★ウェルカム★未来の高田っ子応援金（子育て世帯に 10 万円を支給） 

・スマホ版「豊後高田市 IJU 支援サイト」を構築して支援策や住宅等の情報発信 

・市の移住支援事業を通じて、平成 18～26 年までに 362 世帯 732 人が移住（水

俣市議会議員 HP より） 

 

年齢区分 S60→H2 H2→H7 H7→H12 H12→H17 H17→H22 H22→H27

〔期首〕 0 ～ 4歳 →〔期末〕 5 ～ 9歳 3.34 △ 1.08 5 .85 4 .86 △ 4.42 4 .56

〔期首〕 5 ～ 9歳 →〔期末〕10～14歳 1.92 △ 0.21 2 .74 1 .60 △ 3.27 4 .26

〔期首〕10～14歳→〔期末〕15～19歳 △ 19.28 △ 17.67 △ 20.81 △ 21.51 △ 17.21 △ 14.30

〔期首〕15～19歳→〔期末〕20～24歳 △ 39.10 △ 31.37 △ 34.00 △ 28.94 △ 22.47 △ 26.65

〔期首〕20～24歳→〔期末〕25～29歳 17.05 5 .14 10 .84 10 .13 8 .97 12 .10

〔期首〕25～29歳→〔期末〕30～34歳 1.67 △ 1.88 3 .15 1 .69 0 .92 5 .57

〔期首〕30～34歳→〔期末〕35～39歳 2.28 △ 1.93 2 .46 2 .35 0 .74 4 .04

〔期首〕35～39歳→〔期末〕40～44歳 1.64 0 .51 2 .94 0 .38 0 .27 0 .02

〔期首〕40～44歳→〔期末〕45～49歳 △ 0.23 △ 0.98 0 .74 △ 0.24 3 .78 1 .49

〔期首〕45～49歳→〔期末〕50～54歳 0.48 1 .02 2 .08 2 .52 2 .65 △ 1.36

〔期首〕50～54歳→〔期末〕55～59歳 0.45 1 .07 1 .92 4 .41 2 .07 1 .38

〔期首〕55～59歳→〔期末〕60～64歳 2.58 2 .60 5 .13 6 .43 5 .03 6 .62

〔期首〕60～64歳→〔期末〕65～69歳 2.04 0 .48 1 .26 2 .76 1 .43 4 .13

〔期首〕65～69歳→〔期末〕70～74歳 0.82 2 .11 △ 0.89 1 .07 1 .14 2 .66

〔期首〕70～74歳→〔期末〕75～79歳 △ 0.21 △ 0.30 1 .92 2 .35 1 .40 △ 0.06

〔期首〕75～79歳→〔期末〕80～84歳 △ 1.57 △ 0.19 △ 0.22 △ 0.86 △ 1.74 △ 1.72


	（１）候補地の選定に係る視点
	（２）調査の視点

